
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

272 ○ 管理経費

[長期総合計画] ○ 法定受託事務

分野別目標 2

政 策 3

施 策 1

基本方針 3

[まち・ひと・しごと創生総合戦略]

基本目標 Ⅲ

政 策 2

施 策 ウ 「３つの約束・４４の約束」との関連性

まちを元気に 人を元気に 非該当

継続 主な事務事業 ○

平成１６年度

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

197,800 196,290 210,168 204,721 77,096 71,032 84,806

- - 6.3% -63.3% -15.7%

2,336 1,286 2,531 7,196 7,196 3,589 7,196

2,336 1,286 2,531 7,196 7,196 3,589 7,196

65,933 66,120 70,056 70,394 25,698 36,422 28,268

25,698 36,422 28,268

131,867 130,170 140,112 134,327 25,700 5,288 28,270
0.31 0.17 0.17 0.97 0.97 0.47 0.97

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値 37 40 42 44

実績値 35 40

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 94.6% 100.0%

年度目標値 37 40 42 44

実績値 35 40

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 94.6% 100.0%

年度目標値 154,000 155,000 150,000 140,000

実績値 149,190 142,676

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度 96.9% 83.9%

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

３つの約束

４４の約束 ○

辻　淳宏 (435-1064)

事業期間 ～

大事業

項

児童保育事業

産業を元気に

会計

延長保育事業事項

会計・
予算区分

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

安心して子どもを育てられるまちづくり

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

和歌山市延長保育促進事業補助金要綱

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
(利用者）
・私立保育所及び認定こども園に延長保育利用の申請書、就労時間証明書等を提出し申し込む。

（保育こども園課）
・延長保育事業を行う私立保育所及び認定こども園に対し、毎月ごとに延長保育促進事業状況調査
表を提出させ、延長保育の利用者数等を把握。
・月平均の延べ利用者数、実施延長時間に応じ、私立保育所及び認定こども園に交付金を交付す
る。
・補助事業完了後（年度末）に実績報告書、収支決算書を提出させ、補助金等確定し、精算する。

（対象者）
・私立保育所・私立認定こども園（保護者）

（意図）
・延長保育に対する需要に対応するために、延長保育に取り組
む私立保育所及び認定こども園に対し、交付金を交付すること
で、保護者が安心して働ける等の保育環境を整える。

保育こども園課

平成２９年度

事　務　事　業　チ　ェ　ッ　ク　シ　ー　ト

延長保育事業
事業区分(1)

事業経費

その他

子育て支援の充実

個人を尊重し、人々がともに助け合う優しいまち その他

款

事業種別

子どもが健やかに育つことができる環境づくり

事業区分(2)
自治事務

子育て支援の充実

児童福祉費

目 児童保育費

一般会計

民生費

単位 人

単位

154,697

100.5%

100.0%

延長保育事業利用者数

施設

小計

事
業
費
等
 
千
円

37

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

成
果
指
標

単位 施設

33,533一般財源（税等）

市　　債

154,000

37

37

主な予算内訳

33,533

延長保育事業実施施設数

交付園数

指標名及び達成状況

国庫支出金

県支出金

3,589

33,534

人件費

常勤職員

非常勤職員

100.0%

交付金 100,600千円

0.47

単位

実
施
内
容

延長保育事業の実施 延長保育事業の実施 延長保育事業の実施 延長保育事業の実施 延長保育事業の実施

平成29年度

当初予算

30.5%

3,589

事業費 100,600

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

37

活
動
指
標

そ の 他



４　事業の評価

○

○

○

○

○

○

○

○

○

５　今後の方向性（担当課評価）

充実

現状維持 ○

縮小

廃止

縮小 現状維持 拡大ゼロ

評価基準

[効率性]受益者負担の見直し 適正 負担は求められない 見直しが必要

「見直し」
「改善」案

新制度移行に伴い、毎月の調査表の様式を見直した。

担当課評価の根拠
平成27年度から利用者負担を求めるようになり、本当に必要な保護者が利用するようになったため、利用者は減少し
ているが、制度の利用が必要な人に必要な分を利用できるように、受け入れ環境を整えている。

事
業
内
容
の
方
向
性

[有効性]上位施策への貢献度 貢献度は低い一定の貢献度がある重要かつ高い貢献度がある

[有効性]更に効果が期待できるか できる あまりできない

[効率性]事業費を抑制できるか

　コスト投入の方向性

達成していない(70%未満)

できない 制約はあるが可能性はある できる

見直しが必要

[妥当性]官民の役割は妥当か 市が行うべき

横ばい 減少している

[有効性]成果目標はどの程度達成しているか

中長期的に取り組む 緊急性は薄い

できない

[妥当性]事業手段は妥当か 現行の手段でよい

他の主体との協働も可能 市が行う必要性は薄れている

[妥当性]緊急的に取り組む必要はあるか 急いで取り組む

一部見直しが必要

達成している(90%以上) おおむね達成(70～90%未満)

[妥当性]事業のニーズはあるか 増加している


